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團 一
　平成 9，　10ffの 2年間に常置的事業 として ，以下の 4項 目につ いて 検討した，

　 1．周産期管理登録

　2．妊娠41週の 分娩誘発の取 り扱い につ いて

　3． トリプルマ
ーカー

の 適正な使用 につ いて

　 4．公的臍帯血バ ンク運営に関 して

　小委員会事業と しては，以下の 三 つ の 小委員会を発足させ討議 した，

　5．周産期 における先端医療の あり方検討小委員会

　6，周産期 医療システムにおける情報ネッ トワ
ークの 整備に関す る小委員会

　7，早産の原因に関す る検討小委員会

一
　 1，周産期管理登録

　 1）従来の登録方法の問題点 と変更点

　昭和49年の登 録以来，10年，20年間の トレン ドを解析するため，で きる限り登 録内容

を変更 しないように してきた．しかし，医療の進歩 t 変遷は著 しく現状にそぐわない部分

も散見され，以下の 項目につ いて ，登録内容の 追加，変更を行っ た．

　（1）従来，500g 未満の児は，登録対象で はなか っ た．しか し，平成 4 年から早産の 定

義が，妊娠24週以降から妊娠22週以降に，また平成 7年から周産期死亡の うち死 産が妊

娠28週から妊娠22週以降に変更されたこと，500g 朱満の 児で も妊娠22週以降であれば，

生育の 報告があることを踏 まえ，平成 9年の 調奄から妊娠22週以降に分娩 に至 っ たすべ

ての児を対象と した，

　（2）18主要臨床死因の 「奇形亅，「その他」に関 し（ は，これらが2 体に 占める割合も多

く、その内訳を詳細に把握するため，該当す る疾患名を疾病コ
ード （ICD−9）で記述する

ことにした．

　（3）胎児治 療の 動向を知るため，胎児治療調査登 録病院で行われた胎児治療の 対象疾

患名も調査票に記載するこ とに した．

　（4）集計 において は，出産体重が「1，000g 以上の児」と、1，000g 以上の 児を含めた 「500g
以上の児」の 2 群に分 けて 実施 して きたが，出産 体重による区分を500g 未満，500g以
上 1　，OOOg未満，1，000g 以上の 3群と し，群間の 重複 を避けるこ とに した，さらに，1日周

産期管理登録委員会内の 23施設 （以下委員会内施設）に限 っ て 集計 してい た妊娠28週以

降の 区分を，全登録機関で新たに実施することに した．
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　2）調査対象と方法

　周産期委員会に登録 した施設 （登録機関）にお い て ，平 成 8．9年の 2年間 における周

産期死亡症例の集計ならびに解析を実施 した，調査頂目は生産数，死産数 ，早期新生児死

亡数，診断決定後に搬送された胎児死亡 数 と無脳児数，剖検数， 18主 要 臨床 死 因 別死 亡

数，NICU の有無および胎児治療調査登録病院の有無と した．従来 t 登録手順は，上記頂

目を記入する 「周産期死亡登録用紙」を各登録病院 に個別 に送付 した，委員会内施設には、

周産期死亡登録用紙に加えて，個々の 周産期死亡例の臨床経過を詳細に記載する個表も送

付した．調査結果は日本産科婦人科学会事務局で回収し，宮崎大学工 学部で分析 した，

　3）集計成績

　 （1）登録機 関

　登録成績は平成 8年 271施設中，263施設 （回 収率97．0％）よ り，平成 9 年275施設 中，

268施設 （回収率97．5％）より回簷があ っ た，ここ 数年，新規登録施設 と統廃合登録施設

が相殺されるような傾向があ り、登録施設数270，回収率97％で 変動な く推移 して いる．

　 （2）周産期登録成績

　全症例 ：登録対象 は r 平成 8年は 500g 以上の 児を，平成 9年 は妊娠22週以降の児を対

象と した，以下 ．（ ）内数値 は平成 8年の 成績を示す，

　生産数は144280（142，290）で あ っ た．これは同期間 におけ る我が国の 生産 数1，191，665
（1，206，555）の 12．11％ （11．79％）に相当する，周産 期死亡数 は1β08（1，606）で ，こ れは同

期間における我が国の 周産期死亡数7，624（8，080）の 23，71％（19．88％）を占める，周産期死

亡の 内訳 は，死産数が 1，250（1，072）t 死産率8，59（7．48），早 期新生児死亡数が 558（534），

早期新生児死 亡率3．87（3．75），で あ っ た，同期間における我が国の 死産数6，009（6β33），

早期新生児死亡数 1、615（1，747）に対 して，登録機関の 死産数と早期新生児死亡数が占める

割合 は，各 々 20．8％ （169 ％），34．6％ （30．57％）であ っ た．こ のこ とから登録機関はハ イ

リス ク母体 ・胎児新生児を集中的に管理 してい たこ とが 明らかにな っ た．周産期死亡率は

12．42であり，修正 周産期死亡率は10．83であっ た，剖検数 は350（310），全 死亡 数の 19．4％

（19．3％）であ っ た，

　  出産体重 1，000g以上

　生産数は142．665 （140，959）で，死産数 （出産体重が1　，OOOg以上の 死産）は622（638），

死産数434 （4．51）であっ た、早期新生児死亡数は329（324），早期新生児死亡率231（2．30）

であっ た．周産期死亡率は6，64（6．79）であ り，修正周産期死亡率は5．72（5．59）で あっ た，

剖検数は221（223）で あ っ た．

　周産期死亡率，修正周産期死亡率，死産率、早期新生児死亡率の 年次推移をみ ると，い

ずれ も昭和57（
’
82）年から平成 9（

’
97）年まで緩やかに減少 しC い た （図 1）．

　  出産体重500g 以上 1，000g未満

　生産数は1，459（1，331）で ，死産数 は352（434）であ っ た，早期新生児死亡数は174（210）
で あ っ た，周産 期死亡 率な らびに修正 周 産期死 亡率 は 各 々 ，290．45 （364、87），256．76

（322．95）であっ た（図 1）．剖検数は84（87）で 1，000g以上の 剖検率に比べ 低値であ っ た，

周産期死亡率 ， 修正周産期死亡率，死産率，早期新生児死亡率の 年次推移をみると，いず

れも昭和57（
’
82）年から平成 9 （

’
97）年 までほぼ

一
定の 割合で減少 し， そ の 改善率は1．000

g 以上に比較 し顕著で あ っ た，出産数は，昭和57（
’82）年が 1　，273で ，その 後増加傾向にあ っ

たが，平成 6（
’
94）年の 1，948をピークと しC その 後減少 し平成 9（

’
97）年は 1，811であ っ

た （図 2），全登録機関の生産数 1，000当た りの 500g 以上 1，000g 未満の 児の 生産数を生産

率 （500g以上 1　，OOOg未満）と した ，生産率は ， 昭和57（
’
82）年に3．5であ っ たものが 激増
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（図 1）周 産期死亡 率．修 正周産期死亡 率 ， 死産率 ， 早期新生 児死

　　 亡率の年次推移
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（図 2 ）出産数の年次推移

し，平成 9（
「
97）年には10．1で あっ た，その原因と して，近年の 不妊治療 によ る多胎妊娠

の増加が強く影響 して いるもの と思われる，全登録機関の 出産tw　1，000当たりの 500g 以上

1，000g 未満の 児の 死産数を死産率 （500g以上 1，000g未満）とした．死産率は昭和57C
’
82）

年 に3．86で あ っ たもの が漸減 し，平 成 9（
’
97）年 は2．42とな り， ほぼ半減 した，早期新生

児死亡率 は昭和57（
’
82年）に489．97であ っ たものが 年々 著明 に低 下 し，平 成 9（

’
97）年 は

119．26と約1／4にな っ た．

  出産体重500g 未満

　この 区分は今回が初めて の統 計で ある．生産数は 156で あ っ た．死産数 は276 （死 産率

638．89 ：1，000g以上の 約147倍，500g 以上 1，000g未満の約3．3倍）で あ り，早期新 生児
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死亡数は55 （早 期新生児死亡率352、56 ： 1，000g以上の 約153倍，500g 以上 1，000g 未満の

約 3倍）で あ っ た ．見方 を変えれば、101例が 生後 1週間以上生存した こ とになる，しか

し、500g未満の 児は 1週間を経過 して も死亡するこ とが 多いの で 正確な生存率 とはいい

難い，周産期死亡率な らびに修正周産期死亡率は各 々 ，766．20 （1，000g以上の 約 115倍，

500g 以上 1，000g未満の 約 3倍），675、93 （1，000g以 上 の 約 120倍、500g 以 上 1，000g未
満の 約 3倍）で あ っ た．剖検数は45 （本区分における全死亡数の 13．6％）で、500g以上

1，000g 未満および 1，000g 以上の剖検率に比べ 低値であっ た，

　  妊娠28週以降 ： 〈　〉 内は1　，OOOg以上の 値

　今回か らこの 区分の 統計は全登録機関を対象と して 行うこ とにな っ た，生産数 は142，727
＜ 142，665＞ で 、死産数 は709＜ 622＞ t 死産率4．94＜4．34＞ であ っ た．早期 新生児死亡数

は342＜329＞ ，早期新生児死亡率2．40＜ 2、31＞であっ た，周産期死亡率は7．33＜6．64＞で

あ り，修正 周産期死亡率は 6．25＜5．72＞であ っ た，剖検数は225＜221＞であ っ た，1，000

g 以上の統計と比較すると t 早期新生児死亡数および率 はほぼ同等の 数値で あ るが，死産

数 （率）， 周産期死亡率および修正周産期死亡率は妊娠28週以降の 群の 方が高値で あ っ た，

この 原因と しては J 妊娠 28週以降の群には子宮内発冐遅延の児 を多 く含んでいるこ とが

考えられた．委員会内施設に おいては、生産数は10．695，死産数は67 （死産率6．23）t 早期

新生児死亡数は50 （早期新生児死亡率4．68），周産期死亡率 は10．87，修正周産期 死亡率 は

9，94で あ っ た．剖検数は45 （全死亡数の 38，5％）で あっ た，いずれの 値も全機関の統 計に

比較 し高値であっ た．委員会内施設はいずれもハ イ リス ク妊娠 ・新生児を数多く取り扱う

地域の中心的周産期センタ
ー

に相当する施設であるため 、 特殊な統計となっ ていた ことが

わか っ た．

　  新生児集中治療部の 有無による比較

　新生児集中治療部 （NICU ）の有無で，死産数／早期新生児死亡数を検討すると，1，000g

以上で は NICU を育する 施設 （NICU 有 り ： 193施設）が 1．76，
　 NICU を有さ ない 施設

（NICU 無 し ：75施設）で は2．32，500g以上 1，000未満 で は NICU 有 りが 1．73，　 NICU 無

しが4．33と，いず れにお い て も NICU 有 りで は低値 で あ っ た ，1、OOOg以 上の 死産 率 は

NICU 有 りが4．88，　 NICU 無 しが 2．38、早期新生 児死亡 率は NICU 育 りが 2．66，　 NICU 無 し

が 1．01と いすれ も NICU 有 りが高 値であ っ た，こ れは母 体搬送に よる ハ イ リス ク児の

NICU 施設を育する施設 へ の集 〔‡］によ っ て 死産率と早期新生児死亡率が NICU 有 りで は高

値であると考え られる，1，000g以上の 児において
『
は，　 NICU を育する施設 にお ける生産

数が全生産数 に占める比率 は昭和57（
’
82）年に72．5％で，年々 徐 々 に増加 し，平成 9（

J97

）

年 には78．5％とな っ て い る，500g以 上 1，000g 未満の 死 産 率は NICU 育 りが178．59，

NICU 無しが489．13と NICU　E りが低値で ，早 期 新生児死 亡率 も NICU 育 りが116．86，
NICU 無しが 191．49と NICU 有りが低値 であ っ た，　 NICU を有する施設における生産数が

全生産数に占める比率は，500g以上 1，000g未満の 児で は昭和57（
’
82）年に86，5％であっ

たが年々増 加 し，平成 9 （
’
97）年 には96．8％であっ た．母体搬送が徹底されたこ とに よ

り，死亡の 転帰をと り得るハ イ リス ク妊娠が NICU を有す る施設 に集中 して いるこ とが

確認された．500g 以上 1　，OOOg未満の 児 におい て ，　 II多正周産期 死亡を NICU の 有無 によ

り検 討す ると，修 正周産期 死亡 率が NICU 有 りで 240．84，　 NICU 無 しで554，35と NICU

有 りが 明らかに低値であ っ た ，修正 周産期死亡率の 年次推移を検討す ると，NICU 無 しに

お いて は昭和 57 （
’82）年 に797．41で あ っ た もの が、昭和63 （

’
88）年 に51829まで減少

したが，以 後横這いで 推移 し，平成 9 （
’
97）年 には554、35であ っ た，NICU 有 りでは昭

和 57 （
’
82）年 に664．75であ っ たもの が，平成 9 （

’97）年 に は240．84と著 明に減少 して
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（図 3）500g以上 1，000g未満の 死産率 と早期新生児死亡率の 年次

　 　 　 推移

い る．死産率と早期新生児死亡率の 年次推移を検討すると，NICU 無 しで は NICU 有りに

比 しr いずれも高値で ， 平成 2（
’
90）年 以降横這いで推移 して いるの に対 して ，

NICU 有

りでは両 者とも に年 々減少 しC いる （図 3 ）．これは NICU を有する産科施設の 管理水準

の 高さと NICU における治療成績の 向上によるものと考え られる，

　（3）主要臨床死因 （割合）の 年次推移

　この 16年間で妊娠中毒症 ・子癇による死亡 は500g以上 1、OOOg 未満 ，1，000g 以上 に お

いて共に
一

貫して減少 しほぼ1／3まで 減少 して いる，前置胎盤は減少 し，臍帯異常と常位

胎盤早期剥離は漸増 した．臍帯異常と常位胎盤阜期剥離を合わせ ると，500g以上1，000g

未満では全臨床死 因の 約 1／6，1，000g 以上で は約 1／4を占めて いる （図 4，5）．これらを

減少させ るため には，胎児連続モ ニ タ リング，カラ
ー ドプラなどによる早期診 断，さらに

は発症の 予測法の 開発 ・臨床応 用に向 けC の 研究が必要である．呼吸障害 （RDS ） によ

る死亡は，産科管理の 進歩と人工サー
フ ァウタン トによる新生児医療の 治療成績の 向上 に

よ っ て，昭和62 （
’
87）年以降著 明に減少 したが，平成 2C90）年以降 は横這 いで あ る．

この 傾向は，人工サ
ー

フ ァ ウタン トの投喜によっ ても克服できない他臓器の 未熱性を育す

る超早産児の 出産が増加して い るためと考え られた，感染による死亡は，平成元 ぐ89）年

以降，1，000g 以上の 群で は増減を認めないが i　 500g 以上 1，000g 未満に お い て は著 明に

増加して い る、この 要因と して は，背景 に感染が考え られる preterm　PROM 症例の 増

加とその 長期管理症例の増加が推定される．今後 ， 子宮内感染の 診断 ・治療法の確立が望

まれる，低出生体重が主要死 因で ある死亡 に関 して は、500g以上 1，000g 未満，1，000g

以上の 両群とも平成 3（
’
91）年以降増加 して い たが，平成 9年 は減 少 した，500g 以上

1ρOOg 未満の群での 増加 は，超低出生 体ii巨児の 出産の 割合が近年増加 して い るこ とから

説明できる，奇形 による死亡は， 1、OOOg以上 ， 500g以上 1，000g未 満の 両者 にお いて，

昭和57（
’
82）年から昭和63C88）年まで 上昇傾向 にあ っ たが，その後 ほぼ横這 いの状況に

あり，死因の 最多数 を占めて いる，「その 他亅に分類された死因の頻度は本年 、 減少した，

その 理由 として 、本年から記載法を厳密 に したため，よ り正確な統計が可能にな っ たと思

われる．この内訳は，出産体重を問わず原因不明が最も多 く，40〜60％を占めて いた．
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（図 4）主要臨床死因 （500g 以上 1．OOOg未満）

（図 5 ）主要臨床死因 （1，000g以上）

これは前述 した剖検率の 低さに起因する可能性がある，つ いで，非免疫性胎児水腫，双胎

間輸血症候群が残りの 30％を占めて いた．従来用 い てきた 18の 主要臨床死 因には，児頭

胃盤不均衡，娩出力の 異常や溶血性疾患など本調査の開始 時から常 に低頻度なもの が存在

する
一
方で 、「その 他」の なか に原因不 明 ， 双胎間輸血 症候群 i 「その 他」と奇形の 両方に含

まれる非免疫性胎児水腫などの死因が高頻度 に混在 していた．したがっ て，今後の周産期

登録の 改善事頂と して 18主要臨床死因の 見直 しが不可欠で ある．

　今回の調査で は，妊娠22週以降の 出産体重 500g 未満の 早産児 も初め（ 対象と した．出
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産体重が500g 以上あれば，早期新生児死亡 に至 らなかっ た場合の 生命予後 は概ね良娉で

あるが 、 500g 未満の 児で は、後期新生児死亡 も しくはそれ以 降に死亡す ることも推定さ

れる．本調査にお ける出生後の 死亡統計は早期新生児死亡 まで を対象と してい るため，

500g 未満の 児の 転帰を詳細に把握するため に は，生後 1カ月 あるい は 3カ月の 統計が必

要であると思われる，本調査は周産期死亡例の登録であるが ， 今回，胎児治療調査登録病

院で行われた胎児治療症例の調査を試験的に行 っ た，胎児治療の詳細な登録調査は周産期

委員会の事業として別個に行 っ で いるが，将来的には周産期死亡登録と合同で行う予定で

ある，登録業務の 改善にあた っ て，周産期死亡登録用紙を電子化 し発生源入力とすること

やデ
ータベ ー

ス に用いる分類コ
ー

ドの ICD−9から ICD−10へ の 移行が望まれる．

　2 ．妊娠41 週の分娩誘発の取 D扱い につ いて

　周産期委員会委員が所属す る19施 設の 1996ff　1〜12月 に おける合 併症の ない 妊娠40週

以降の 分娩の取 り扱いにつ いて，後方視的にアンケー
ト調査を行 っ た

1〕
．

　予定 日超過 （妊娠40週以降）妊婦に対 し， 全施設が分娩誘発 を行 っ て いた．その 分娩

誘発時期 は初産 ・経産婦とも妊娠41週 以降が 13施 設 （68．4％）と最も多く，妊娠42週以

降が 4 施設 （21．1％）、 妊娠40週以降が 2施設 （10．5％）で あっ た ，総分娩Ua9，295例中2、302

例 （24．8％）が予定日以降の 分娩 で，その うち386例 （16，8％）に分娩誘発を行 っ た．週

数別誘発 頻度 は全体で40週が 10．6％，41週が 28．5％，42週が 50．0％，初産，経産 とも妊 娠

週数の 増加につ れ有意に誘発頻度の増加を認めた．

　Apgar 　Score に関 しT は ， 7点以下の 頻度は，40週8．2％，41週 11．1％ ， 42週 18．1％と

有意 に増加す るが，41週と42週には統計学的有意差 は認 め られなか っ た，同様 に 4点以

下 の 頻 度で も，40週0，6％に対 し、41週3．6％，42週4．5％と苒意 に増加す るが，41週 と42

週 には統計学 的有意差は認められなか っ た，初産 ・経産別で の Apgar　Score　7点以下の

頻度 は，初産 t 経産とも週数にっ れて 増加 し，初産 で40週，41週 に、経産で41週，42週

に 育意差を認めた，同様 に Apgar　Score　4点以下の 頻度で も，初産で40週 と41週 に，

経産で41週，42週 に有意差を認めた，誘発 ・自然分娩別での Apgar　Score　7点以 下の

頻度の検討で は週数間に統計学的有意差は認 めなか っ た，

　 帝王 切開率は，40週 8．O％に対 し， 41週 12．8％J
　 42週18．5％と育意 に上 昇す るが ，41週

と42週には統計学的有意差は認めなか っ た，

　初産経産別での 帝王切開術の検討では，初産で40週と41週，42週間に有意差を認めた

が ， 経産では有意差は認められなか っ た．

　 誘発 ・自然 分娩での帝王切開率の頻度で は， 誘発群では週数間に有意差 は認め られな

かっ たが、自然分娩群において は，40週 と41週，42週間に有意差を認めた．さらに初産・

経産別で検討すると，初産誘発群は t40 週，41週において 苜意 に初産自然分娩群に比べ J

帝王切聞率が高か っ た，

　 以上，現状の 管理で は40週での分娩誘発が41週以降の 誘発に比 べ ，低 Apgar　Score

の 頻度，帝王 切開率の頻度が育意に低 く，分娩予後、新生児予後 に差を認める可能性が示

唆された．至適分娩誘発の時期と適応に関するコン センサ スの獲得 には，誘発方法を統
一

した Prospecti＞e　randomized 　trialが必要で あると考え られる，

　 3 ．トリプルマ ーカーの適正な使用につ いて

　委員会内で も，厚生省科学審議会先端医療技術評価部会との 意見調整を行い，討議を重

ねC きた，平成11年 6月23E］，本部会の 出生前診断 に関する専門委員 会から 「母体血清

マ
ーカー検査 に関する見解 （報告）」が出された，周産期委員会と して は、この見解をも っ

て会員各位に
一

読の うえ，適切に対応するように した
2）
，
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　4 ，公的臍帯血 バンク運営に関して

　臍帯血移植は，白血病や再生不良性貧血などの 治療の
一

手法と して実用 化されつ つ ある，

胃髄移植 による方法と異な り，本法 は，ドナ ーに侵襲をnoえるこ とな く，またコ
ーデ ィネ

ー

シ ョンの 手順を必要と しないため、多くの レシ ピエ ン トに提供できる利点があげ られる．

今後，広 く普及するもの と考え られるが，臍帯血移植を希望す る患者が J 公正 かつ 安全に

治療を受 けられるようにす るには，技術的な問題や，運営 ・財政上の 課題も多く，幅広い

検討を必要とする，現在、民間の運営組織体と して ，臍帯血バ ンキングを実施 して いる施

設が全国で 9カ所あるが，独自の 基準によるバ ンキングの ため ， 品質，安全面 において

均一であるとは言い難い ．そ こで ， 厚生省からの発議に基づき臍帑血移植検討会が発足 し，

周産期委員会からも中林正雄委員が参画され，すで に 10回 開催され．討議が重ねられた．

　平成 10年 7月 27日，この 検討委員会か ら、「中間まとめ」と，「臍帯 Im移植の 実施の ため

の技術指針」が策定 された．HLA 型の 5抗原以上が適合 し、臍帯血移植を希望す る 9割

以上に提供で きる体制作 りが 目指されてい るが，これ には今後 5年間で，約 2万件を目

処に採取 ・保存されなければな らない ，臍帯血移植を長期的に継続，運営されて い くため

には ， 根本的にこのシステムを支えることになる，産科施設の協力が不可欠であるこ とが

確認された，

一 一
1．周産期における先端医療のあ り方検討小委員会

委員長　　池 ノ上克

委 員 　雨宮 章， 伊藤昌春，岡井 崇，久保武士，桑原慶紀 千葉喜英，

　　　　 　中林正雄，名取道也

　本小委員会では、日本にお ける胎児治療の 動向を知るために，全国の 胎児治療の 登録調

査を行 っ た
3》
，胎児治療に対する必要性 は不十分とはい え，社会的に もかなり認知 を受 け

て きて い る，しかし、 医療経済的保障を伴っ て 、広 く国民の医療と して定着 したとは言 い

難 く、多 くの 未解決の 問題をかかえ てい る．

　
一

方、産科医の学問的発展の 方向からみ ても，胎児医療に関する先端的医療の 必要性 は

ます ます高くなっ て
’
い る，この ようなこ とをべ 一

ス に して，これまで 行っ て きた胎児治療

調査登録病院の 事業を今後も続け（い くことが重要な課題である，この 事業を通 じて得 ら

れた，情報の 公表作業につ い ても前向きに検討を重ねて い く必要がある，

　胎児治療登録病院の 横の 連携を強化し、 胎児治療の効果や適応症例の 個別化などを検討

していかなければならない，さ らに，まだ日本で は確立されていない胎児治療 に関するイ

ンフ ォ
ー

ム ドコ ンセン トや医療倫理 的1則面を，社会の 理解を得ながら検討 して いく必要が

ある，

2．周産期医療シス テ ムにおける情報ネッ トワークの整備に関する検討小委員会

委員長　　佐藤郁夫

委　員　　荒木　勤，木下勝之，工藤尚文，久保隆彦，小柳孝司，住本和博，

　　　　　舘野政也，西島正 博，原　量宏

　1）母体搬送運絡書 ・新生児搬送連絡書の 作成
4》

：周産期医療 での 情報ネ ッ トワ
ーク化

とデ
ー

タベ
ー

ス 化を念頭においた母体搬送情報提供書案を作成しt 試験運用 した．この結

果を踏 まえ て ， 日本母性保護産婦人科医会 （日母）周産期委員会 ・医事紛争対策委員会や

厚生省班会議で 作成されたもの とも比較 し，必 要十分なデータ量の 母体搬送運絡書を日母

と共同で作成 した．新生児搬送情報提供書につ いても，厚生省ハイ リスク児出生の 実態把
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握と新生児管理 に関す る研究班で作成されたもの と個々 の 項目を検討 し，本学会周産期委

員会と日母共同の フ ォ
ーマ ッ トを作成 した，日母からは日母医報 に掲載される ことになっ

た．また厚生省周産期医療推進協議会と各県の 周産期 医療協議会へ も報告 し，全国的に普

及させる努力 をした．

　2）周産期管理登録の ICD−・10へ の対応 ：1CD −9から ICD−10へ の 病名コ ー ド変更 にっ い

て は，1対複数 に対応するため コ
ー ド表 を作り替え る必要があ る．ICD− 10で問題 となる

用語 とその定義につ いて教育用語委員会とも検討の 上，対応コ
ー

ド表を作成 してい る．現

状では ICD −9で 登録業務を続 けるこ とに した．デ ータ発生源 入力につ い ては MUMPUS

言語の システ ムを開発 したが，著作権問題がク リア できず断念 し，JAVA 言語での 開発

を次期委員会 に継続 した ，

3 ．早産の 原因 に関する検討小委員会

委員長　　村 田雄＝

委 員 　岡村州博 ，荻田幸雄 ， 金山尚裕，齋藤良治，佐川典正，佐藤 章，

　　　　　　末原則幸、矍田長康，森川　肇

　平成 6年 1月から平成 7年 12月 迄の 間に，日本産 科婦 人科学会周産期委員 会委員の 所

（表 1） 各症例にっ いC 　担当医の意見、感想

こ の症例は

口早産は やむ を得な かっ た．

口防止し得た．

口 何ともい えな い ．

「早産はやむ を得なか っ た．」と お答え の 先 生 に，

口 当院に 来 院 し た と きは 既 に 陣痛が始ま っ て い た．または分娩が進行していた．

口破水 して い た．

口 感染徴候があ っ た．子宮内感染が疑われた，

口 胎 児仮 死 な ど児を娩出すべ き状況に あ っ た．

口前置胎盤，胎盤早期剥離，子宮破裂，子癇，重症妊娠中毒症な ど妊娠を終了

　させ る べ き状 況 にあ っ た，

口治療に対する 妊婦
・家 族の 同 意 が得 られ な か っ た．治療 を拒否 した，

「防止 し得た」とお答えの 先生 に

口 も う少 し早 く来 院 し て おれば　口紹介元 の判断が遅か っ た，

　　　　　　　　　　　　　　 口患者の来院が遅 か っ た

口治療方法が適切 で なか っ た，別の 治療法を選択すれば防止し得た 可能
　性があ る．

口 紹介元 の 管理が適切で なか っ た．

口 治 療 に 対す る 妊 婦
・
家族の 同意が得 られ た ら防止 で き た，

こ の 症例を 通 して 大切 だと思われたことは

口 担当する （貴院 の ）医 師の 知識 ・技術の 向上

口担当する （貴院 の）医師の意欲の向上

口 貫施設で の 関 連する 診療科との連携などの 充実

口紹介元の 医師の 知識 ・技術の 向上

［コ紹介元 の医師の意欲の 向上

口 助産婦 ・看護婦の 知識
・
技術の向上

口母体搬送 シ ス テムなどシ ス テ ムの 改善

口妊婦教育 ・指導

口夫や家族の協力

口行政へ の 働 きかけ
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属する施設で，妊娠 22週以後妊娠34週未満で早産に至 っ た 715症例につ いて まとめ，早産

と健診との 関連性などにつ いて検討 した
5｝
，

　1）症例は．（1）PROM ，（2）切迫早産 ， （3）前置胎盤や各種の合併症に関連するもの に

大別され，上記 3つ の疾患群がおおよそ 1／3すつ 占めてい た．74．6％は母体搬送で あ り、
67．4％は緊急母体搬送であ っ た，

　2）PROM ，切迫早産，　 IUGR ，妊娠中毒症で は，約半数が入院後 1日以内 に ， 分娩に

なっ ていた．一方，前置胎盤の 30％は t 入院後28日以後 に分娩に至 っ ていた．

　3）157例につ いて ，分娩入院の直前の 健診の 情報が得られた．切迫早産 ・PROM の 多

くは入院の 1週 間前の 定期の 健康診査で，68．5％に何 らかの 症状 を有 して い た，また，
24．7％に子宮収縮が認められ，16．4％に号宮⊂〕の開大を認め た，これらの 定期健康診査の

結果 治療 を受けたもの は28．8％ にとどまっ C いた．

　予定外の健診は，その 47、1％に出血が認め られた．そ れでも治療 を受けたもの は，52，9％
にとどま っ てい た．この ような症状があるにも関わ らず ， 入院には至っ て いなか っ た．今
後 は，この ような症状を慎重 に受け止める必要があると考えられた．

　4）今回の 症例を通 じて，主治医の 意見をまとめると、多 くの 症例 、 すなわち約68％（表

D で 「やむを得ない 」との 意見であ っ たが ，やむを得ないと判断す るに至 っ た段階 「陣
痛発来 ・PROM ・感染 など」の 前に，何らかの 治療や予防の可能性を検討する必要があ
ると考えられた．「防止し得た」もの の29．5％で，愚者の 来院が遅か っ たとあるの は、今後
の患者教育の 宗地 を残してい ると考えられた，

　5）今後は，妊婦健診の 機会を増やす こ とが，早 産の 防止 に つなが るか否か、前方視的

調査を行うこ とにより， 早産の防止 に育用な資料が得られるもの と期待 して いる，
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